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支給単位期間①

入学金 30 万円

受講料 30 万円

支給単位期間②

受講料 30 万円

支給単位期間③

受講料 30 万円

支給単位期間④

受講料 30 万円

訓練期間が２年間の教育訓練を受講。

教育訓練経費は入学金が 30 万円、受講料が６か月ごとに 30 万円の場合。

１ 専門実践教育訓練を受講中及び受講修了直後に、支給単位期間ごとに支給申請を行うとき

支給単位期間① … （入学金 30 万円＋受講料 30 万円）×50% → 30 万円を支給

支給単位期間② … 受講料 3０万円×50% → 10 万円(※)を支給

支給単位期間③ … 受講料 30 万円×50％ → 15 万円を支給

支給単位期間④ … 受講料 30 万円×50％ → 15 万円を支給

各支給単位期間ごとに支給申請し、支給申請ごとに支給します。

２ 専門実践教育訓練受講修了後、その訓練が目標としている資格を取得（学位の取得等を含

む）し、かつ修了した日の翌日から１年以内に被保険者として雇用された場合

入学料と受講料の合計に 70%を掛けた額（※）から１で支払った額を引いた額を支給します。

このため…

（入学料 30 万円＋受講料 30 万円×４）×70% → 105 万円

１において既に支給した額の合計 70 万円

105 万円－70 万円 ＝ 35 万円 これが２で支給される金額です。

※ ここに上限額があります（今回は上限額 112 万円。）。

なお、支給申請時に未納となっている入学料、受講料は教育訓練経費として認められません。

支給申請の時に既に納められている額で支給額を計算します。

３ ２に加えて、訓練修了後の賃金が受講開始前の賃金と比較して５％以上上昇した場合

（令和６年 10 月１日以降に受講を開始する方のみ）

入学料と受講料の合計に 80%を掛けた額（※）から１と２で支払った額を引いた額を支給します。

このため…

支給額の例

受講料 30 万円の 50%は 15 万円ですが、支給単位期間①で 30 万円の支給を受けて

いるので、支給単位期間②で 15 万円を支給すると連続する 2 支給単位期間ごとの上限額

（40 万円）を超えることとなります。

このため、支給単位期間②は上限額いっぱいの 10 万円が支給額になっています。

(※) 支給単位期間②の支給額は？
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７７ ススタターートトはは専専門門実実践践教教育育訓訓練練給給付付金金のの受受給給資資格格確確認認

（入学料 30 万円＋受講料 30 万円×４）×80% → 120 万円

１において既に支給した額の合計 70 万円

２において既に支給した額の合計 35 万円

120 万円－70 万円－35 万円 ＝ 15 万円 これが３で支給される金額です。

※ ここに上限額があります（今回は上限額 128 万円。）。

なお、支給申請時に未納となっている入学料、受講料は教育訓練経費として認められません。

支給申請の時に既に納められている額で支給額を計算します。

専門実践教育訓練給付金の手続きは、訓練対応キャリアコンサルタントによる訓練前キャリアコンサ

ルティングを受け、就業の目標、職業能力の開発・向上に関する事項を記載したジョブ・カードを作成

したあと(※１)、ハローワークへ『教育訓練給付金及び教育訓練支援給付金受給資格確認票』(※２)

と『ジョブ・カード』を提出します。

この手続きは、受講開始日の２週間前までに行う必要があります。

（※１） ジョブ・カードは受講開始日前 1 年以内にキャリアコンサルティングを受けたものでなければな

りません。

（※２） 教育訓練支援給付金（P22 以降）を申請しない場合は、用紙の名称のうち「及び教育訓練支援給

付金」を二重線で削除し、氏名を書く欄の「及び同附則第 27 条」と「及び教育訓練支援給付金」を削

除してください。
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８８ 具具体体的的にに支支給給申申請請書書をを提提出出すするる時時期期はは？？

１ 専門実践教育訓練の受講中及び受講修了直後に、支給単位期間ごとに支給申請を行うとき

支給単位期間の末日の翌日から１か月以内が支給申請期間になります。

○あなたの受講開始日（※１）の場合

最初の支給単位期間（ ）支給申請期間（ ）

間の支給単位期間 支給申請期間

最後の支給単位期間（ ）支給申請期間（ ）

( ／ ) ( ／ )～( ／ ) ( ／ )～( ／ )

※１ 受講開始日は、通学制の場合は専門実践教育訓練の所定の開講日（必ずしも出席第１日目とは限らない。）、

通信制の場合は受講申込み後はじめて教育訓練施設が教材等を発送した日であって、いずれも指定教育訓練

実施者が受講開始日として証明する日です。

教育訓練実施者の都合で受講開始予定日と実際の受講開始日が異なると、その後の支給申請期間が変わり

ます。受講開始日に変更がないか訓練開始直前または直後に訓練施設に確認してください。もし開始日に変

更があり、受給資格者証に記載された受講開始日と異なることとなった場合は、すぐにハローワークへ連絡

してください。

※２ 受講修了日は、教育訓練実施者が、受講者の受講実績等を修了認定基準に照らすことによって、当該受講

者の受講が修了したことを確認し、受講修了日として証明する日です。

受講修了予定日と実際の受講修了日が異なると、最後の支給申請期間が変わります。訓練施設から専門実

践教育訓練給付金修了証明書が交付されたら受講修了日を確認し、修了日の翌日から１か月以内に支給申請

してください。

※３ 原則として住居所を管轄するハローワークで支給申請を行うことになっておりますが、本人からの申し出

により、住居所管轄のハローワークが認めた場合は、他のハローワークで行うことができる場合があります。

詳しくはハローワークの職員にご相談ください。

受講開始日

（※１）
受講修了日（※２）

の翌日から１か月

支給単位期間
（６か月）

( ～ )

支給単位期間
（修了日まで）
( ～ )

支給単位期間の末日

の翌日から１か月

支給単位期間の末日

の翌日から１か月

間の支給単位期間
ごとに支給申請を
します
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２ 専門実践教育訓練受講修了後、その訓練が目標としている資格取得等をし、かつ修了した

日の翌日から１年以内に被保険者として雇用された場合

専門実践教育訓練の受講修了、資格取得等、被保険者としての就職は、その順番と時期によって支

給申請する時期が決まります。

※ 以下のいずれの例も専門実践教育訓練を修了した日の翌日から 1 年以内に被保険者として就職している

ものとします。また、受講開始時に資格取得を予定されていた時期に取得したものとします。

（１）専門実践教育訓練の受講修了後資格取得等し、その後被保険者として就職した場合

（２）専門実践教育訓練の受講修了後被保険者として就職し、その後資格取得等した場合

（３）資格取得等した後で専門実践教育訓練を受講修了し、その後被保険者として就職した場合

（４）資格取得等した後で被保険者として就職し、その後専門実践教育訓練を修了した場合

（５）被保険者として就職した後資格取得等し、その後専門実践教育訓練を修了した場合

（６）被保険者として就職した後専門実践教育訓練を修了し、その後資格取得等した場合

就職資格取得等受講修了

※ 就職日の翌日から１か月以内に申請

受講修了 資格取得等就職
※ 資格取得等日の翌日から１か月以内に申請

資格取得等 就職受講修了

受講修了

受講修了

※ 就職日の翌日から１か月以内に申請

受講修了就職

就職

就職

資格取得等

資格取得等

資格取得等
※ 受講修了日の翌日から１か月以内に申請

※ 受講修了日の翌日から１か月以内に申請

※ 資格取得等日の翌日から１か月以内に申請
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３ ２に加えて、訓練修了後の賃金が受講開始前の賃金と比較して５％以上上昇した場合

（令和６年 10 月１日以降に受講を開始する方のみ）

（１）専門実践教育訓練の受講修了後資格取得等し、その後被保険者として就職した場合

（２）専門実践教育訓練の受講修了後被保険者として就職し、その後資格取得等した場合

（３）資格取得等した後で専門実践教育訓練を受講修了し、その後被保険者として就職した場合

（４）資格取得等した後で被保険者として就職し、その後専門実践教育訓練を修了した場合

（５）被保険者として就職した後資格取得等し、その後専門実践教育訓練を修了した場合

（６）被保険者として就職した後専門実践教育訓練を修了し、その後資格取得等した場合

就職資格取得等受講修了

※ 就職日の翌日から６か月を経過した日から

起算して６か月以内（＝１年以内）に申請

受講修了 資格取得等就職
※ 資格取得等した日の翌日から６か月を経過した

日から起算して６か月以内（＝１年以内）に申請

資格取得等 就職受講修了

受講修了

受講修了

受講修了就職

就職

就職

資格取得等

資格取得等

資格取得等
※ 受講修了日の翌日から６か月を経過した日から

起算して６か月以内（＝１年以内）に申請

※ 資格取得等した日の翌日から６か月を経過した

日から起算して６か月以内（＝１年以内）に申請

※ 就職日の翌日から６か月を経過した日から

起算して６か月以内（＝１年以内）に申請

※ 受講修了日の翌日から６か月を経過した日から

起算して６か月以内（＝１年以内）に申請
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９９ ややむむををええなないい理理由由でで修修了了後後１１年年以以内内にに就就職職出出来来なないいととききはは？？

専門実践教育訓練の修了後、資格取得等し、かつ修了した日の翌日から１年以内に被保険者として

就職しなければ追加の給付は受けられませんが、次の（１）～（４）のいずれかに該当する場合は、

受講修了から１年経過後一定の期間までに就職した場合でも支給を受けることが出来ます。

なお、（１）、（２）の場合、支給申請をするときにその事実が証明できるものが必要になりますので、

ハローワークへご相談ください。

（１） 受講者本人がインフルエンザ等の感染症に感染し、当該専門実践教育訓練の修了年度に実施

される資格の取得等に必要な試験を受けることが出来なかった場合

受講修了年度の次年度の資格試験等を受けて資格取得等し、受講修了年度の翌々年度当初ま

でに被保険者として就職した場合も支給申請が可能。

専門実践教育訓練の修了年度の翌年度に資格の取得等に必要な試験が予定されている場合

はこれに該当しない。

（２） 国会や裁判所等官公署への出頭など法令の定めがある事由があり、資格の取得等に必要な試

験を受けることが出来なかった場合

受講修了年度の次年度の資格試験等を受けて資格取得等し、受講修了年度の翌々年度当初

までに被保険者として就職した場合も支給申請が可能。

これは国会の参考人や裁判員等として出頭する場合にはやむをえないものとして緩和する

ものであり、逮捕勾留されている場合や裁判の当事者などは含めない。

専門実践教育訓練の修了年度の翌年度に資格の取得等に必要な試験が予定されている場合

はこれに該当しない。

（３） 法科大学院を修了し、試験等を経て弁護士資格を得る場合

受講修了年度の翌年度の司法試験後に司法修習を開始した後、受講修了年度の翌々年度の

司法修習生の考試を修了し、翌翌々年度当初までに被保険者として就職した場合も支給申請

が可能

（４） 専門実践教育訓練を年度末間近に修了し、訓練開始当初に受験を予定された試験等が当該教

育訓練修了の翌年度にあるため、翌々年度当初に就職する場合
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1100 教教育育訓訓練練給給付付金金（（第第１１００１１条条のの２２のの７７第第４４号号関関係係））
支支給給申申請請書書のの書書きき方方（（６６かか月月ごごととのの支支給給申申請請））

「教育訓練給付金（第 101 条の 2 の 7 第４号関係）支給申請書」について

支給申請書に記入する前に教育訓練施設から交付される「教育訓練給付金支給申請書記載に当たっ

ての注意事項 専門実践教育訓練版」をお読みください。

支給申請書は、専門実践教育訓練給付金を受けるための重要な書類ですから、該当する欄に正確に記

入してください。万一、偽りの申告をすると、不正受給として処分されます。

１ 受給者本人または代理人による来所、電子申請、郵送のいずれかの方法で支給申請期間内（郵送の

場合は、申請期間内の消印有効）にハローワークに支給申請書を提出してください。

２ 支給申請に来所する際には、①教育訓練給付金（第 101 条の 2 の 7 第４号関係）支給申請書

②教育訓練給付金受給資格者証 ③受講証明書（専門実践教育訓練を修了した場合は、教育訓練修

了証明書） ④教育訓練実施者が発行する教育訓練経費に係る領収書（領収書発行後、教育訓練経

費の還付がされた（される）場合は、加えて返還金明細書） ⑤教育訓練経費等確認書 ⑥マイナン

バーカード（受給資格確認の手続きの際に写真の提出を省略した場合） ⑦専門実践教育訓練給付

最終受給時報告（最後の支給単位期間について申請する場合） をお持ちください。

３ 社会保険労務士以外の代理提出の場合は、２に加えて⑧本人住居所、本人氏名、代理人氏名、代

理人住所、本人と代理人の間柄、代理人の所属、代理申請の理由を明記した委任状も必要です。

４ 提出する書類は、黒のボールペンまたは万年筆で記入してください。

もし、間違えたときは、間違えた箇所に二重線を引き訂正してください。

支給申請の窓口へ受給者の方をお呼びする際は、窓口事務の円滑化による待ち時間短縮や書

類等を他の方へ誤って交付することを防止するためフルネームでの呼び出しを行っています。

ご理解とご協力をお願いいたします。

なお、諸般の事情からフルネームでの呼び出しを希望されない方は、事前に職員までご相談

ください。

窓口での呼び出しについて
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◎◎支支給給申申請請書書ににはは、、あありりののままままをを記記入入ししままししょょうう。。

記入方法

※ で表示された枠に記入する文字は、光学式文字読取装置（ＯＣＲ）で直接読取を行いますので、

記入枠からはみ出さないように大きめの文字により明瞭に記載するとともに、この用紙を汚したり、

必要以上に折り曲げたりしないでください。

※ ※印が付いた欄は記入しないでください。

※ ②、⑤、⑥に年月日を記載する場合

例えば、令和６年 10 月 10 日と記入する場合は次のように記載してください。

５－０ ６ １ ０ １ ０

※ ①、③、⑦に番号等を記載する場合

右詰で記入し、マスが余る場合は空欄にしてください。

※ ⑦６．４の期間に係る教育訓練経費

割引、還付、事業主からの補助等があった場合又は将来ある場合、これを反映した額を記載して

ください。

① 教育訓練給付金の受給資格者証を確認してください①
② 教育訓練給付金の受給資格者証と受講証明書又は

専門実践教育訓練修了証明書を確認してください

③ 教育訓練給付金の受給資格者証を

確認して記載してください

④ 教育訓練給付金の受給資格者証と受講証明書を確認

して記載してください

②

⑤ 支給単位期間については P５の４を

参照の上、受講証明書又は専門実践

教育訓練修了証明書も確認して記載

してください

⑥ 受講を修了したときだけ、専門実践教育訓練

修了証明書を確認して記載してください

⑦ 領収書と受講証明書又は専門実践教育訓練修了証明書を確認して

記載してください。割引、還付、事業主からの補助等がある場合、

これらを反映した額にしてください。

⑧ 該当する場合のみ

記載してください

③

④

⑤

⑥

⑧

⑦
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1111 教教育育訓訓練練給給付付金金（（第第 110011 条条のの２２のの７７第第５５号号関関係係））
支支給給申申請請書書のの書書きき方方（（資資格格取取得得等等ししたた後後のの支支給給申申請請））

「教育訓練給付金（第 101 条の 2 の 7 第５号関係）支給申請書」について

支給申請書に記入する前に教育訓練施設から交付される「教育訓練給付金支給申請書記載に当たっ

ての注意事項 専門実践教育訓練版」をお読みください。

支給申請書は、専門実践教育訓練給付金を受けるための重要な書類ですから、該当する欄に正確に記

入してください。万一、偽りの申告をすると、不正受給として処分されます。

１ 受給者本人または代理人による来所、電子申請、郵送のいずれかの方法で支給申請期間内（郵送の

場合は、申請期間内の消印有効）にハローワークに支給申請書を提出してください。

２ 支給申請に来所する際には、 ①教育訓練給付金（第 101 条の 2 の 7 第５号関係）支給申請書

②教育訓練給付金受給資格者証 ③資格取得等を証明する書類（合格証、登録証、免許証、学位証

明書等） ④ 教育訓練実施者が発行する教育訓練経費に係る領収書（全支給単位期間分。領収書

発行後、教育訓練経費の返還があった場合は加えて返還金明細書） ⑤教育訓練経費等確認書 ⑥

マイナンバーカード（受給資格確認の手続きの際に写真の提出を省略した場合） ⑦専門実践教育

訓練給付追加給付申請時報告 をお持ちください。

３ 社会保険労務士以外の代理提出の場合は、２に加えて⑧本人住居所、本人氏名、代理人氏名、代

理人住所、本人と代理人の間柄、代理人の所属、代理申請の理由を明記した委任状も必要です。

４ 提出する書類は、黒のボールペンまたは万年筆で記入してください。

もし、間違えたときは、間違えた箇所に二重線を引き訂正してください。
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◎◎支支給給申申請請書書ににはは、、あありりののままままをを記記入入ししままししょょうう。。

※ 基本的には教育訓練給付金（第 101 条の 2 の 7 第４号関係）支給申請書と同様に記載します。

※※ ⑨６．就職年月日はいつの日付か

就職年月日は、本人と事業主との間で取り決めをされた「在籍となる初日」のことをいいます。

在籍の初日時点では被保険者にならない労働条件だった場合は、被保険者となる労働条件になって

からの在籍の初日をいいます。

被保険者になる労働条件であれば、試用期間中であってもその初日が就職年月日になります。

※※※ ⑫教育訓練経費に変更があった場合

基本的にはこれまでと同じ金額としますが、前回の支給申請時には予定されていなかった割引、

還付金、事業主からの補助等があった場合又はある場合は、これを反映させて記載してください。

また、これまでの支給申請時には未納としていた教育訓練経費を今回の支給申請までに追納して

いる場合は、追納金額として記載してください。

①～⑥ これまでの支給申請同様に記載してください
⑦ 合格証、資格の免許証又は登録票等を確認し、

資格取得等した日を記載してください
⑧ 取得した資格の名称を記載してください

⑨～⑩ 就職について

記載してください（※※）

⑪ 就職先の事業主から証明してもらってください

⑫ 基本的にはこれまでと同じ金額を記載します（※※※）

①

③②

④

⑥

⑤

⑩⑨

⑪

⑫

⑦ ⑧
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①

② ③

①～④ これまでの支給申請同様に記載してください

④

⑤

⑥

⑤ 訓練受講開始前の就職先の事業主から証明してもらってください（※※）

ただし、離職票の写しの提示等により、ハローワークにおいて賃金が把握できる場合は証明を

省略できます。

⑥ 訓練受講開始後の就職先の事業主から証明してもらってください（※※）

専門実践教育訓練を修了し、その訓練に係る資格を取得して、かつ、就職した日から１年が経

過するまでの期間における連続する６か月間の賃金をご自身で選択した上で、就職先の事業所か

ら証明してもらってください。
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教育訓練支援給付金

の受給資格の決定

待期満了

失業の認定

教育訓練支援

給付金の支払い

原則として２か月ご

とにあなたの認定日

が指定されます。

就 職

支給終了

離職

受講修了

失業の認定

22
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・一般被保険者でなくなってから１年以内に専門実践教育訓練を開始する方として、専門実践教育

訓練給付金の受給資格があること。

・専門実践教育訓練の講座を修了する見込みがあること。

・専門実践教育訓練の受講開始時に 歳未満であること。

・受講する専門実践教育訓練が夜間において教育訓練を行う教育訓練講座その他の就業を継続して

教育訓練を受けることができる教育訓練講座（通信制等）ではないこと。

・受給資格確認時において一般被保険者ではないこと。また、一般被保険者ではなくなった後、短

期雇用特例被保険者又は日雇労働被保険者になっていないこと。

・会社などの役員に就任していないこと（活動や報酬がない場合はハローワークでご確認ください）。

・自治体の長に就任していないこと。

・今回の専門実践教育訓練の受講開始日前に教育訓練支援給付金を受けたことがないこと。

・教育訓練給付金を受けたことがないこと（平成 年 月 日前に受けたことがある場合は、

例外があります）。

・専門実践教育訓練の受講開始日が令和９年 月 日以前であること。

※ 受講開始日において一般被保険者である場合、「教育訓練支援給付金」は受けられません。

以下の条件を満たさなければ、教育訓練支援給付金を受けることができません

23



 24 

 

24



 25 

 

 

 

9 10 11 9 10 11

25



 26 

 

26



 27 

 

 

 

27



 28 

 

 

 

28



 29 29



 30 

 

 

30



①
②
③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
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別紙２

上記の者について、以下のとおり、当社の採用試験（面接）を行いました。

上記のとおり相違ないことを証明します。

電話番号

（注）　記載内容について、記載した方に直接確認する場合があります。

年　　　　月　　　　日

公共職業安定所長　殿

事業所

所在地

名　称

代表者名

まで

面　接　証　明　書

住　所

氏　名

採用試験(面接）
実 施 日 時

年 月 日 時 分 から

年 月 日 時 分





別紙３

上記のとおり証明します。

（注）　記載内容について、記載した方に直接確認する場合があります。

年　　　　月　　　　日

公共職業安定所長　殿

所在地

電話番号

医師又は
診療担当者名

傷病等のため職業
に就くことができな
かったと認められ
る 期 間

年 月 日 から

日間

年 月 日 まで

傷病等の状態
及びその程度

傷　病　証　明　書

被保険者番号

住　所

氏　名

生年月日 年 月 日 生





別紙４

年 月 日

〒 －

℡（ ） －

令和 年 月 日 令和 年 月 日

離職理由　・・・・・・・　該当するものを○で囲み、具体的な事情を記載してください。

イ 解雇 ロ 倒産による退職 ハ 契約期間満了 具体的な事情

ニ 事業主の勧奨による退職 ホ 定年（　　　　歳）

ヘ 定年（　　歳）後の勤務延長又は再雇用の終了（　　歳）

ト その他

上記のとおり相違ないことを証明します。

令和　　　年　　　月　　　日

公共職業安定所長　殿

事業所の所在地及び名称

事業主氏名

電話番号

※　事業主の方へお願い

1

2

3 雇用保険に加入いただいている場合は、離職票Ⅰ・Ⅱをご使用ください。

4 記載内容について、記載した方に直接確認する場合があります。

【安定所記載欄】

雇入年月日・離職年月日については、試用期間・研修期間等があった場合には、その期間を含
めてご記入ください。

離　職　状　況　証　明　書
（雇用保険未加入者用）

申
請
者
が
記
入

フリガナ

生年月日

昭和

氏　　　名
平成

住　　　所

事
業
主
が
記
入
し
て
く
だ
さ
い

�

雇用年月日 離職年月日

この証明は、貴事業所で雇入れた方のうち、雇用保険被保険者として資格取得をされなかった
方についてご記入ください。





 

 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 



※ 祝日及び振替休日については、変更の可能性あり

※ 祝日及び振替休日については、変更の可能性あり

日 月火 水 木日 月 土火 水 木 金

令和９年（２０２７年）

日 月 火 水 金 土木 金 土

水日 月 火 水 土木 金

令和８年（２０２６年）

日 月 火 水 木 金 土 木 金 土日 月 火
週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型

週型

曜日型
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